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（注1）為替に係るヘッジコストを算定に含めるなど、2022年度から適用された新しい定義に基づく基礎利益を記載しています。過年度の数値も同様の定義で算出しています。
（注2）基金の総額には、基金償却積立金を含んでいます。
（注3）ソルベンシー・マージン比率は、令和7年金融庁告示第74号に基づき、2025年度決算より計算基準の見直し（経済価値ベースの評価方法への変更、リスク計測の厳格化

等）がなされています。そのため、2021～2024年度、2025年度はそれぞれ異なる基準によって算出されております。
（注4）剰余金処分における社員配当準備金等の積立割合とは、保険業法施行規則第30条の4の規定により計算した金額に占める社員配当準備金及び社員配当平衡積立金

に積み立てる金額の合計額の割合です。
（注5）相互会社における社員とは、保険契約者のことです（剰余金の分配のない保険にのみご加入の契約者を除く）。
（注6）保有契約高とは、個人保険・個人年金保険・団体保険の各保有契約高の合計です。なお、個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年

金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。
（注7）団体年金保険保有契約高については、責任準備金の金額です。

項　　目
経常収益
経常利益
基礎利益（注1）
当期純剰余
基金の総額（注2）
総資産
　うち特別勘定資産
責任準備金残高
貸付金残高
有価証券残高
ソルベンシー・マージン比率
（注3）

剰余金処分における
社員配当準備金等の積立割合
（注4）
従業員数
社員数（契約者数）（注5）
保有契約高（注6）
　個人保険
　個人年金保険
　団体保険
団体年金保険保有契約高
（注7）

新基準
旧基準

（単位：百万円）

2023年度 2024年度2022年度

直近5事業年度における主要業務の状況を示す指標
2025年度2021年度
3,964,948

64,905

350,092

83,383

689,000

37,656,023

912,272

28,687,235

2,060,390

31,817,336

208.5％

－

99.9%

42,872名

6,581,231名

90,329,436

44,498,476

13,327,358

32,503,600

2,779,591

3,495,347

61,852

236,366

147,204

639,000

35,298,166

790,519

28,305,473

2,198,274

28,829,411

－

812.8%

38.8%

44,049名

6,794,814名

98,931,950

51,058,435

14,504,025

33,369,489

2,699,982

3,564,941

147,276

261,745

71,946

689,000

38,201,001

881,798

28,761,989

2,164,509

32,471,386

－

717.6%

100.0%

42,511名

6,730,295名

95,565,502

47,970,986

14,276,267

33,318,247

2,790,981

3,094,278

145,962

333,397

58,342

639,000

36,443,323

828,542

27,884,255

2,192,253

31,362,641

－

809.0%

99.9%

45,336名

6,822,043名

102,157,551

54,104,252

14,753,173

33,300,124

2,716,382

3,427,936

97,688

340,547

86,068

689,000

36,722,496

847,107

28,749,390

2,069,452

30,338,695

－

743.2%

100.0%

42,317名

6,645,134名

92,608,729

45,684,667

13,810,476

33,113,585

2,754,573
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